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１．はじめに 

1.1 キャッシュレス決済導入の重要性 

キャッシュレス化は国を挙げて推進している施策であり、「成⻑戦略フォローアップ」（2019 年 6月21日閣議

決定）においては、2025 年 6 月までにキャッシュレス決済⽐率を倍増し、4 割程度とすることを⽬指している。

日本は諸外国に⽐べてキャッシュレス決済⽐率が低いと言われているが、2019 年 10 月の「キャッシュレス・ポイン

ト還元事業」による効果により、キャッシュレス決済の利用者・加盟店がいずれも大きく増加し、社会全体において

キャッシュレスに対する認知が広がった。また、2020 年 9 月からマイナンバーカードとキャッシュレスの普及を⽬指し

た「マイナポイント事業」を受けて、地域振興の観点からも積極的に本事業を支援する⾃治体も少なくない。さら

に、新型コロナウイルス感染症をはじめとする感染症予防として、オンライン決済を含めた非接触によるキャッシュレ

ス決済への社会的関心が高まりつつある。 

また、IT 新戦略（世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画）1において、デジタ

ル強靭化社会の実現を掲げ、その中で行政⼿続のオンライン化を原則とするなど地方公共団体のデジタル化も

重点施策として位置づけていたり、くらし改革の中ではキャッシュレス化の推進や JPQR コードの普及も取り上げら

れていたりと、公共施設や⾃治体窓⼝におけるキャッシュレス決済導⼊の重要性はますます高まりつつある。 

 

 

1.2 本手順書の主旨 

本⼿順書は、2020 年 4 月に一般社団法人キャッシュレス推進協議会が策定した初版をベースとして、公共

施設・⾃治体窓⼝等が実際にキャッシュレス決済を導⼊するための⼿順及び検討事項について取りまとめたもの

である。改訂に当たっては、公共施設や⾃治体窓⼝のキャッシュレス化を進める 29 の⾃治体を「モニター⾃治

体」として選定し、キャッシュレス化のプロセスから生じるノウハウや課題や具体的な取組※について取りまとめ、併せ

て、先行的に取り組んでいる⾃治体から寄せられた具体的な事例※も紹介している。 

⾃治体が実際に公共施設・⾃治体窓⼝等へキャッシュレス決済を導⼊する際には、各地域が抱える特性や

課題を十分に考慮し、その実情に応じた取組を進めることが重要であることから、本⼿順書は、あくまでガイドライ

ンという位置付けで参照いただき、⾃治体各位が最適な方策を検討するための一助としていただければと思う。 

※本⼿順書では各⾃治体から寄せられた声を可能な限りそのまま紹介している。関心がある取組については、

各⾃において、適宜お調べいただきたい。 

 

 

1.3 本手順書のスコープ 

本⼿順書で取り扱う対象（スコープ）は、公共施設・⾃治体窓⼝における⼿数料や利用料や、税公金の支

払いへのキャッシュレス決済導⼊とするものであり、納付書を用いたクレジットカード・スマホアプリによるキャッシュレス

支払（オンライン申請含む）は対象外とする。 

                                                      
1 5.3 IT新戦略 参照 
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２．⾃治体にとっての導入⽬的・メリット 

⾃治体にとってのキャッシュレス決済の導⼊⽬的・メリットは、主に住民サービス向上の観点、窓⼝の事務効率

化、さらには、来るべき行政のデジタル化の推進等が挙げられる。キャッシュレスを積極的に推進している⾃治体に

おいては、⾸⻑及び⾃治体の方針として、取り組んでいることが多い。これから導⼊を進める⾃治体においては、

導⼊⽬的を明確化し、⾃治体としての方針を整理するために、本章内容を参照いただきたい。 

 

 

2.1 住民サービスの向上 

経済産業省が委託事業の中で行ったアンケート調査（2019年）によると、「キャッシュレスツールが使えないイ

メージの強い場所」として、「公共⼿続きや公共施設」と答えた人が半数近く、「税金」と答えた人が４分の１程

度いる（図表１）。 

 

図表１ キャッシュレスツールが使えないイメージの強い場所 

 
（出典）株式会社NTTデータ経営研究所（2019）「平成30年度商取引・サービス環境の適正化に係る事業 

（中小・小規模事業者や消費者向け普及・啓発事業／消費者向けインセンティブ措置の調査事業最終報告書）」 

 

一般社団法人キャッシュレス推進協議会の「消費者・事業者インサイト調査」でも、「キャッシュレス決済を利用

したいが、利用できない場所」として、病院や診療所、スーパーマーケットに次いで「役所・⾃治体等」が挙げられて

いる（図表２）。また、同協議会の「キャッシュレス利用意向調査」においては、「どんな金額・場所でもキャッシュ

レス決済で支払いたい（18％）」「どちらかというとキャッシュレス決済で支払いたい（31％）」を合計した“キャッ

シュレス派”が 49％とほぼ半数に達しており、「どんな金額・場所でも現金で支払いたい（3％）」「どちらかという

と現金で支払いたい（17％）」を合計した“現金派”の 20％を大きく上回っている（図表３）。 

さらに、同協議会の「コード決済利用動向調査」からは、コード決済の利用が着実に増えていることがわかる

（図表４）。 
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これらの調査結果を踏まえると、公共施設・⾃治体窓⼝におけるキャッシュレス決済の導⼊は、住民サービス向

上に資する施策と言える。 

 

図表２ キャッシュレス決済を利用したいが、利用できない場所 

 
（出典）キャッシュレス推進協議会「消費者・事業者インサイト調査」 2018年度版 

 

 

図表３ キャッシュレス利用意向 

 
（出典）キャッシュレス推進協議会「消費者・事業者インサイト調査」 2018年度版 
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図表4 コード決済利用状況 

 

（出典）キャッシュレス推進協議会「コード決済利用動向調査 2020年12月25日公表」 

 

2.2 行政デジタル化の推進 

国の IT 新戦略ではデジタル・ガバメント（行政のデジタル化の徹底、オンライン化の促進などの地方公共団体

のデジタル化等）の実現に向けた具体的計画が打ち出され、キャッシュレスもそのひとつに位置付けられている。 

 

図表５ IT新戦略における地方のデジタル改革 

 

（出典）IT 新戦略の概要（平成 30 年 7 月 内閣官房 情報通信技術（IT）総合戦略室） 
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2.3  地域活性化 

2019 年 10 月から 2020 年 6 月までの 9 か月間、消費税率引き上げに伴う需要平準化対策の一環とし

て実施した「キャッシュレス・ポイント還元事業」では、全国平均として人⼝千人当たり９.1 店舗が参加し（図表

６）、1718 市区町村のうち 1716 市区町村に、少なくとも 1 店舗はキャッシュレス決済を利用できる環境が整

うなど、全国的に一定程度キャッシュレス決済⼿段が浸透し、店舗と消費者ともにキャッシュレス決済を使い始め

るきっかけづくりとして大きく貢献した。 

近年は地域通貨に関する取組も活発化している。地域通貨で市税や各種証明書等の⼿数料が納付できる

ほか、行政が推進したい取組やイベントに参加することで、利用者や参加者に地域の商店街等で使えるポイント

が付与されるなど、行政と地域をつなぐ⼿段としてキャッシュレスを活用するケースも見受けられる。加えて、プレミア

ム商品券を電子商品券として電子マネー等の形で付与する⾃治体もあり、キャッシュレスは地域活性化において

も重要なツールとなりつつある。 

 

図表６ ポイント還元事業 登録加盟店の地域分布 

 

（出典）経済産業省 

 

2.4 事務効率化 

キャッシュレス決済の導⼊初期においては、現金とキャッシュレスが併用されることで、事務負担が増えるとの指

摘も寄せられていることからも、地域の状況によっては、キャッシュレス決済⼿段の導⼊により、直ちに事務効率化

につながらないこともあることに留意する必要がある。 

他方で、POS レジや⾃動支払機等を併せて導⼊することで⾃治体が整備している既存の会計システムと連

携し、業務負担の大幅な軽減につなげている事例もある。モニター⾃治体からも『キャッシュレス決済を導⼊する
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上での課題』として「既存の会計システムとの連携（業務効率化）」が最も多く寄せられていることから（図表

７）、キャッシュレス導⼊に加えて、真に事務効率化を進めるための⼿段の一つとして、周辺機器等の整備も視

野に⼊れた検討を推奨する。 

 

図表７ キャッシュレス決済を導入する上での課題 

 

（出典）経済産業省 

 

 

  











11   
 

宇部市 ➢ 宇部市デジタル市役所推進計画における基本方針に「市民生活の利便性向上」を位置づ
け、デジタル申請窓⼝を開設。 

➢ 新庁舎総合窓⼝のキャッシュレス化に向けて、キャッシュレス決済プロジェクトチームにおいて検
討を進めている。 

 
＜デジタル市役所に向けてキャッシュレス決済を導⼊＞ 

 
 

都城市 ➢ 都城デジタル化推進宣言2.0において、市民サービス、⾃治体経営、地域社会の3分野を
大きな柱としてデジタル化を推進している。 

＜都城デジタル化推進宣言2.0＞ 

 

 

3.2.2 導入する決済手段の決定（Step２） 

行政サービスにおける決済方法としては「クレジットカード」「デビットカード」「電子マネー」「ペイジー」「コンビニ支

払い」「公金決済収納サービス」などがあり、それぞれに⻑所と短所がある（図表 13）。本⼿順書においては、

地域住民に馴染みやすい決済⼿段として①クレジットカード（デビットカード含む）、②電子マネー（カードとスマ

ートフォンの両方）、③コード決済（スマートフォン）という３類型にフォーカスを当てて整理する（図表 14）。 
 

  









15   
 

＜窓⼝のキャッシュレス導⼊状況＞ 

 
 

豊橋市  ＜キャッシュレス決済の導⼊状況＞ 
➢ 最適な決済⼿段を調べるために、実証

実験においては、複数の決済⼿段（ク
レジットカード、交通系電子マネー、流
通系電子マネー）を選定し、各課で決
済代行業者を決定した。 

＜決済代行事業者の選定ポイント＞ 

①支払方法の多様性 
バーコード決済も含めて、対応するキャ
ッシュレス決済の種類が多いこと 

②決済端末の利便性 
モバイル型と据え置き型から選択できるか。既存レジと連携できるか。 

③売上⼊金時の利便性 
端末ごとに明細を振り分けできるか。⼊金回数を選択できるか。⼊金⼿数料の有無。 

四條畷市 ➢ QRコード決済の社会実験として、Amazon Payとd払いの2種類を選定した（2種類だけだった
ので利用率は低調）。 

➢ この結果を踏まえて、本格導⼊時には、複数のQRコード決済の導⼊を念頭に⼊れ、JPQRを導
⼊。 

➢ 併せてクレジットカード、電子マネー決済を導⼊し、可能な限り多様な種類の決済⼿段を導⼊す
ることとした。結果、利用率は飛躍的に向上。 
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南あわじ市 ➢ 多数の決済⼿段を導⼊すると⼊金管理や調定処理が煩雑になるため、シェアの高いQRコード決
済事業者2社（PayPayとLINE Pay）に絞って導⼊を進めた。キャッシュレス関係予算を措置
していなかったが、これらの決済サービスは初期導⼊コストや決済⼿数料が無料だったため、速や
かに導⼊できた。 

➢ また、２か月にわたり、PayPayと協力してキャッシ
ュレス決済の導⼊促進及び消費喚起促進を図る
ためのキャンペーン事業を実施した。 

➢ このキャンペーンを実施して以降、現金でチャージ
するために、市内に2箇所あるセブン銀行ATMに
行列ができている様子を⽬にして、ユーザー、とりわ
け、これまで敬遠していた高齢者が増えたと実感し
ている。 

 

 

宇部市 ➢ キャッシュレス決済プロジェクトチームにおいて、キャッシュレス決済の導⼊の検討を進めている。 

 

 

3.2.3 キャッシュレス決済に係る業務フローや事務手続の確認・検討（Step３） 

キャッシュレス決済化に伴う業務フローや事務⼿続きについて、キャッシュレス決済導⼊までのプロセス、導⼊後

の業務フローに大別して紹介する。 

 

（１）指定代理納付者について 

現行法において、⾃治体はキャッシュレス決済を用いて税金や証紙料金等を受納する場合、⾃治体が指

定した「指定代理納付者」を介して納付させることができる（地方⾃治法第 231 条の２）。 

この場合、住民等の行政サービス利用者は、キャッシュレス決済事業者等の指定代理納付者に納付相当

額を支払い、指定代理納付者がまとめて⾃治体に納付する（図表 19）。 
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③契約更新に係る指定代理納付者の告示 

現行では、契約⼿続きに併せて指定代理納付者の指定に係る告示を行うが、引き続き同じ指定代理

納付者と契約するのであれば、改めて告示する必要はない（ただし、条例で契約の都度告示が必要と定め

ている場合を除く。契約内容や契約する事業者に変更が生じた場合の告示の扱いについても各⾃治体の

定めによるところであるので、それぞれ法制部⾨・文書部⾨に確認されたい）。 
 

図表 21 (参考)キャッシュレスの取引構造 

 
（出典）経済産業省・キャッシュレス推進協議会「事業主様向けガイド」 

https://www.paymentsjapan.or.jp/wordpress/wp-content/uploads/2019/05/Brochure_for_merchants.pdf 
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＜日次処理・月次処理の流れ＞ 

➢ 日次の集計処理は、業務終了時にレジを閉めたところでキャッシュレス台帳から確認する。 
➢ キャッシュレス決済分はレジの上では、キャンセルされているので、レジに残っている集計値は現金決済

分のみとなる。キャッシュレス決済分は、証明書種類ごとに件数を⼊れれば金額が⾃動で集計される
ようにエクセルシートを作っている。  

➢ キャッシュレス決済は月〆で処理しており、管理台帳で集計したキャッシュレス決済の金額が各サービ
スの管理画面上の数字と一致していることを確認する。 

➢ ⼊金⼿数料が発生するサービスでは、予め⼿数料相当分がマイナスされた額が⼊金されるので、伝
票処理上は100％分の決済総額の歳⼊があった上で、決済⼿数料や⼊金⼿数料を歳出する繰替
払いをしている。 

 

 

 

中野区 ＜窓⼝における事務処理（レジ）の流れ＞ 
➢ 利用者からの申請を受けて、証明書の用意ができたら、交付窓⼝で番号を呼び出す。申請書や証明

書を⼊れた専用の搬送袋にはバーコードが付いており、ベルトコンベアーで窓⼝まで搬送されるが、その途
中でバーコードを読み取って、電光掲示板に利用者の番号が表示される。 

➢ レシートはレジと決済端末の両方から出るので、どちらも渡している。 
➢ 窓⼝にはSuicaやPASMOで支払いができる旨のステッカーが貼ってあり、強力な広報ツールである。 

＜会計処理の流れ＞ 
➢ 指定代理納付者から中野区への

売上代金の支払い、中野区から
指定代理納付者への決済⼿数
料の支払いについては１ヶ月分
（毎月初～月末分）まとめて⼿
続きしている。 

➢ 実際は管理運営係や庶務係が
事務⼿続きを行い、窓⼝係は事
前に立てた調定額と指定代理納
付者からの支払通知書の額の突
合をしている。 
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南あわじ市 ＜集計作業の流れ＞ 
➢ 現金、PayPay、LINE Payという3つの決済⼿段がある。集計作業をする上で、例えば、現金300円、

PayPay200円、LINE Pay100円、納⼊総額が600円であった場合、その内訳を整理するための事
務量（決済⼿段ごとの件数、レジの⼊力件数、納⼊金額のすべてを突合させる事務）が増大し、ミス
の特定作業に時間が掛かることもある。 

➢ 集計事務を見直し、申請書の分類ミスを減らすために、集計表の様式変更や集計マニュアルを作成し、
キャッシュレス担当と日計担当（集計担当）によるダブルチェック体制を新たに取り⼊れた。 

➢ 支払い種別が増えるにつれて集計時間も増えていくため、他のキャッシュレス決済を導⼊する際は段階的
に導⼊することにより、現場の不安感や負担感を軽減したり、⾃動で日計表が作成できるPOSレジや⾃
動釣り銭機も併せて検討することで計算ミスを予防できると期待している。 

 

 

3.2.4 会計処理と関連規定の整理（Step４） 

各⾃治体へヒアリングしたところ、キャッシュレス決済の運用に当たっては、以下５つの状況が生じる。本項では

各状況の課題と現状の対応方法について記載する。 

 

状況①：納付額から⼿数料を差し引いた金額が決済事業者から⾃治体に振り込まれること 

状況②：納付上は決済日の翌日以降に⾃治体に振り込まれること 

状況③：支払時の領収書の発行 

状況④：キャッシュレス決済により会計⼿続きをした際の返金処理 

状況⑤：⾃治体の会計システムとの連携 

 

（１）状況①「納付額から手数料を差し引いた金額が決済事業者から⾃治体に振り込まれること」について 

一般商流における⼿数料の支払においては、納付額から⼿数料を差し引いた金額が振り込まれる運用となる

が、⾃治体における歳⼊・歳出の運用に照らし合わせて細分化すると以下のようになる。 

 

1. ⼝座には実際の歳⼊額の全てではなく、⼿数料分を差し引いた額のみ⼊金される。 

2. ⼿数料は歳出用の⼝座から支出されない。 
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神奈川県 ➢ 財務規則を変更し、指定代理納付者に納付させる収⼊金の取扱いに係る⼿数料・当該収

⼊金を繰替払の対象として追加。 
 
【神奈川県財務規則】 

（繰替払） 

第 78 条 政令第 164 条第１号から第４号までに掲げる経費のほか次の各号に掲げる経費

の支払については、当該各号に定める現金を繰り替えて使用することができる。 

(１) 県税の還付加算金、県民税利子割額に係る還付金並びに法人の県民税及び事業税

並びにアメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する⾃動⾞に対する⾃動⾞税の還付金 税に伴

う税外収⼊金 

(２) 市場出荷の場合に支払う⼿数料・当該出荷による収⼊金 

(３) ⼊場券販売⼿数料・当該販売による収⼊金 

(４) 指定代理納付者に納付させる収⼊金の取扱いに係る⼿数料・当該収⼊金  

豊橋市 ➢ 会計規則を変更し、電子マネーの決済⼿数料を繰替払の対象として追加するとともに、従来

の前払い式マネーの限定も除外するなど、幅広く適用できるようにした。 

➢ また、後払い式電子マネー等を繰替払するときは信用情報しか支出根拠がない場合もあるた

め、金銭的価値「等」と改定した。 
 
【豊橋市予算決算会計規則】 

（繰替払） 

第 75 条 政令第 164 条第５号の規定により、電子マネー（金銭的価値等の情報を IC カ

ード等へ電子的に記録したもののうち市⻑が認めるものをいう。）の利用に係る役務費の支払に

ついては、繰替払をすることができる。 

豊中市 ➢ 窓⼝払にキャッシュレス決済を導⼊するに当たり、指定代理納付者による納付についてクレジッ

トカード以外でも対応できるよう、告示内容を財務規則において定め、徴収又は収納の事務

の委託に係る告示内容と同様のものに改めた。 
 
【豊中市財務規則】 

（指定代理納付者による納付等） 

第３２条の２市⻑は，指定代理納付者（法第 231 条の 2 第 6 項に規定する指定代理

納付者をいう。以下同じ。）を指定したときは，その旨を告示しなければならない。 

２ 前項の規定による告示は，次の事項を掲げて行わなければならない。 

  (1) 指定代理納付者の氏名又は名称及び住所又は事務所若しくは事業所の所在地並び

に法人にあってはその代表者の氏名 

(2) 指定の期間 

(3) 指定代理納付者に納付させる歳⼊の種類 

(4) その他必要と認める事項 
 

四條畷市 ➢ キャッシュレス決済に対応するため、繰替払の対象に「証明⼿数料、使用料、雑⼊ 指定代

理納付者に納付させる収⼊金の取り扱いにより収納した収⼊金」を追加した。 
 
【四條畷市財務規則】 

(繰替払) 

第 46 条 会計管理者は、各部課等の⻑の請求に基づき、出納員又は指定金融機関等をし

て、施行令第 164 条の規定による繰替払をさせることができる。 

2 施行令第 164 条第 5 号の規則で定める経費は次の各号に掲げる経費とし、同号の規則

で定める収⼊金は当該各号に定める収⼊金とする。 

(1) 国民健康保険料の報奨金又は協力金 当該国民健康保険料の収⼊金 

(2) 物品等の販売⼿数料 当該物品等の販売により徴収又は収納した収⼊金 

(3) 広告掲載委託料 当該広告掲載により徴収又は収納した収⼊金 

(4) 証明⼿数料、使用料、雑⼊ 指定代理納付者に納付させる収⼊金の取り扱いにより収

納した収⼊金 
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豊橋市 ➢ 実証実験時は、キャッシュレス決済による納付と⼊金額の突合を行ったうえで、納付の歳⼊

調定および決済⼿数料の繰替払を行った。（頻度：月1 回）。 

四條畷市 ➢ 少額納付金の場合は、次回支払い時に繰り越しとしている事業者がある。事業者と協議の

上、年度内実績が１万円に満たない場合、本市から納付書を発行し⼊金してもらう方法を

検討している。 

 

（３）状況③「支払時の領収書の発行」について 

状況②で取り上げたとおり、キャッシュレス決済による⼿続きでは事後⼊金となるため、住民が決済した時点で

⾃治体に⼿数料等が納付されるわけではない。一方、住民などの利用者側の⼿続きは完了しているため、領収

書の発行を求められた場合の対応が論点となる。 

地方⾃治法第 231 条により納⼊義務者に対して納⼊の通知が義務付けられているが、領収書の発行につ

いては規定がなく、住民から請求されない限りは⾃治体側に領収書を発行する義務はないと考えられる。ただし、

利用者の立場にたつと、会計処理や税務申告等で領収書の発行が必要となる⼿続きがあり、債権債務関係は

⾃治体と利用者（住民）との間にあることから、行政サービス向上の観点から利用者（住民）に対して領収書

を発行することは差し支えるものではない。 

具体的な対処方法としては、1)領収書及びこれに類するものは発行しない、2)領収書に代わるものを発行す

る、3)指定代理納付者からの⼊金確認後に領収書を発行する、4)キャッシュレス決済時に領収書を発行する、

といったことが想定される。 

 

1)領収書及びこれに類するものは発行しない 

地方⾃治法においては、指定代理納付者が⾃治体に該当する額を納付した後に、納付されたものとみなされ

る規定（地方⾃治法第 231 条の２第 7 項）となっており、これに基づけば、キャッシュレス決済により決済した

時点では、納付されたことになっておらず、⾃治体としては領収書を発行することができない。この場合、領収書を

希望する人には、現金での支払いを案内することで対応できる。また、キャッシュレス決済を行う場合は領収書を

発行しないという条件とすることも可能である。 

 
【地方⾃治法】  

（証紙による収⼊の方法等）  

第二百三十一条の二 （１～５項略） 

６ 普通地方公共団体は、納⼊義務者が、歳⼊の納付に関する事務を適切かつ確実に遂行することができる者として政令で定める者の

うち当該普通地方公共団体の⻑が指定をした者（以下この項及び次項において「指定代理納付者」という。）が交付し又は付与

する政令で定める証票その他の物又は番号、記号その他の符号を提示し又は通知して、当該指定代理納付者に当該納⼊義務

者の歳⼊を納付させることを申し出た場合には、これを承認することができる。この場合において、当該普通地方公共団体は、当該

歳⼊の納期限にかかわらず、その指定する日までに、当該歳⼊を当該指定代理納付者に納付させることができる。 

７ 前項の場合において、当該指定代理納付者が同項の指定する日までに当該歳⼊を納付したときは、同項の承認があつた時に当該

歳⼊の納付がされたものとみなす。 

 

ちなみに、オンライン申請におけるキャッシュレス決済⼿続きや、窓⼝でのキャッシュレス決済については、領収書

が発行されない旨を明示する⾃治体が多いように見受けられる。 
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3)指定代理納付者からの入金確認後に領収書を発行する 

指定代理納付者が⾃治体に該当額を納付したときに、利用者（住民）の求めに応じて領収書を発行すると

いうものである。ふるさと納税の運用に倣って、金額が大きいものについては、こうした対応が適切である場合もあ

る。改めて利用者（住民）が窓⼝に出向くか、⾃治体から領収書を郵送する等、運用については、別途検討す

る必要がある。 

 

4)キャッシュレス決済時に領収書を発行する 

キャッシュレス決済であっても、現金決済と同様にその場で領収書を発行するものであり、つくば市のように領収

書を発行している⾃治体も見られるが、指定代理納付者が⾃治体に納付する前に領収書の発行が可能とでき

るかについては、予め各⾃治体の法制部局等に確認しておく必要がある。その他にも地域に実情に合った方策が

あるものと思料するが、これらを採用する場合は、各⾃治体が定める会計事務規則の解釈で対応できるのか、規

則の改正が必要となるのかについて、予め、各⾃治体の法制部局等に確認したうえで、それぞれ個別に判断する

必要があることに留意されたい 

 

（４）状況④「キャッシュレス決済により会計手続きをした際の返金処理」について 

キャッシュレス決済により⼿続きした際の返金については、決済サービスの種類によって対応が異なる。また、前

払式支払⼿段には、払戻規制があり、電子マネーの発行者は現金による返金ができない。 

 
【資金決済法（平成二十一年法律第五十九号）】  

（保有者に対する前払式支払⼿段の払戻し） 

第二十条 前払式支払⼿段発行者は、次の各号のいずれかに該当するときは、前払式支払⼿段の保有者に、当該前払式支払⼿

段の残高として内閣府令で定める額を払い戻さなければならない。 

一 前払式支払⼿段の発行の業務の全部又は一部を廃止した場合（相続又は事業譲渡、合併若しくは会社分割その他の事

由により当該業務の承継が行われた場合を除く。） 

二 当該前払式支払⼿段発行者が第三者型発行者である場合において、第二十七条第一項又は第二項の規定により第七条

の登録を取り消されたとき。 

三 その他内閣府令で定める場合 

 

 

２ 前払式支払⼿段発行者は、前項の規定により払戻しをしようとする場合には、内閣府令で定めるところにより、次に掲げる事項を

公告するとともに、当該事項に関する情報を当該払戻しに係る前払式支払⼿段の保有者に提供しなければならない。 

一 当該払戻しをする旨 

二 当該払戻しに係る前払式支払⼿段の保有者は、六十日を下らない一定の期間内に債権の申出をすべきこと。 

三 前号の期間内に債権の申出をしない前払式支払⼿段の保有者は、当該払戻しの⼿続から除斥されるべきこと。 

四 その他内閣府令で定める事項 
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【前払式支払手段に関する内閣府令（平成二十二年内閣府令第三号）】  

（保有者に対する前払式支払⼿段の払戻し） 

第四十一条 

２ 前払式支払⼿段発行者は、法第二十条第二項第一号から第三号までに掲げる事項並びに第五項第一号及び第二号に掲げる事

項を、時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙により公告しなければならない。ただし、前払式支払⼿段に係る証票等又は当該前払

式支払⼿段と一体となっている書面その他の物を利用者に対し交付することがない場合及び第二十一条第三項に規定する場合におい

ては、会社法第二条第三十四号に規定する電子公告により行うことができる。 

 

３ 前払式支払⼿段発行者は、法第二十条第二項各号に掲げる事項に関する情報を全ての営業所又は事務所及び加盟店の公衆

の⽬につきやすい場所に掲示するための措置を講じなければならない。 

（払戻しが認められる場合） 

第四十二条 法第二十条第五項に規定する内閣府令で定める場合は、次の各号のいずれかに該当する場合とする。 

一 基準日を含む基準期間における払戻金額（法第二十条第一項及び第三号の規定により払い戻された金額を除く。次号において

同じ。）の総額が、当該基準日の直前の基準期間において発行した前払式支払⼿段の発行額の百分の二十を超えない場合 

（以下、省略） 

 

 

【一般社団法人日本資金決済業協会 前払式支払手段⾃主規制規則（平成 26年 9月 4日一部改正）】  

（払戻しの公告等） 

第２０条 協会員は、前条に定める払戻しを行おうとするときは、次項に定める方法により、以下の各号に掲げる事項を当該前払

式支払⼿段の保有者に周知する措置を取らなければならない。 

（任意の払戻し原則禁止） 

第２３条 協会員は、第２０条第１項各号に定める場合を除き、原則として、その発行する前払式支払⼿段について、保有者に

払い戻してはならない。 

（任意の払戻し禁止の例外） 

第２４条 前条の定めにかかわらず、協会員は、払戻金額が少額である場合その他の前払式支払⼿段の発行の業務の健全な運

営に支障が生ずるおそれがない場合として、以下の各号に掲げる場合のいずれかに該当する場合には、その発行する前払式支払⼿段

について、保有者の申出に応じて、払戻しを行うことができる。 

なお、第１号又は第２号に基づく払戻金額を把握するときは、第３号により払い戻された金額は第１号又は第２号における払戻

金額に含まないものとして把握することとする。 

(1) 基準日を含む基準期間における払戻金額（第１９条第１項の規定により払い戻された金額を除く。次号において同じ。）

の総額が、当該基準日の直前の基準期間において発行した前払式支払⼿段の発行額の２０パーセントを超えない場合 

（以下、省略） 

 

 

１）QR コード決済・クレジットカード 

決済サービス上では、全額返金の処理のみ可能であることが多い。事例によると、決済金額を誤って多く支払わ

れた場合には、全額返金の処理をしたうえで、再決済を行っている。決済事業者によってはポータルサイト上の管理

画面で簡単に返金処理することができる。 
 

２）非接触型電子マネー（交通系 IC 等） 

交通系 IC 等の非接触型電子マネーについては、窓⼝に設置されている決済端末にチャージ機能がない場

合が多いので、返金することができない（決済端末を用いて電子マネーに返金相当額をチャージできない）。

そのため、必要に応じて、窓⼝で現金で返金している事例がある。 
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＜集計業務の流れ＞ 

①導⼊した２台の機器（親機と子機）のうち、子機は窓⼝閉庁 30 分前に、親機は窓⼝閉

庁後に、それぞれ POS レジ画面上で精算処理を行い、⾃動釣銭機から売上金等の現金を

回収する（先に精算処理を行った子機の売上データは、親機の売上データに加算される仕組

み）。 

 

②POS レジが⾃動的にシャットダウンすると同時に、庁内ネットワークを介して、１日の売上デ

ータ（CSV ファイル）が POS レジから課内の共有フォルダーに転送される。 

 

 

③⾃前で作成した集計用 Excel ファイルに当日の売上データ（CSV ファイル）をコピーする

と、⾃動的に日計表が作成される。 

 

④日計表のデータを基に、金融機関に現金を収める際の収⼊伝票のほか、現金や電子マネー

など決済区分ごとの件数や金額を管理するための各種月計表も⾃動作成されるように設定し

ている。 
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台東区 ＜日次処理＞ 

①POS アプリの管理サイトにアクセスし、②クラウド上から CSV ファイルをダウンロードする。③

CSV ファイルを集計用 Excel ファイルへ貼付し、日計表を作成。CSV ファイルは現金、クレジッ

トカード、電子マネー、QR コード決済といった決済別に売上管理がされているが、どの使用料

等がキャッシュレスで支払われたかという費⽬内訳に関する機能がないため、個々の内訳を突

合することで、把握する必要がある。 

＜月次処理（内部の会計処理方法）＞ 

➢ 月次の会計処理方法については、決済⼿段ごとに決済⼿数料が異なるが、按分により処理

することで整理。 

➢ 事務処理方法としては、決済代行事業者から月１回、区に振り込まれ、取りまとめ課（情

報政策課）において、⼊金された金額を取りまとめ課の予算科⽬に紐付ける。その後、各課

が調定及び科⽬更正書を作成して取りまとめ課の予算と突合（紐付け）を行う。 

➢ 決済⼿数料相当額は、振込時に差し引かれているため、歳出予算を歳⼊予算へ振替処理

をしている。必要に応じて、取りまとめ課が減額更正することで適切な費用分配をしている。 

 

 
 

 

3.2.5 決済事業者および設備等の決定（Step５） 

決済事業者の選定にあたっては、3.2.1～3.2.4 までの検討内容や予算等を踏まえ選定することとなる（決

済事業者の選定や決済端末の調達に当たっては、公募や⼊札という⼿段に限定されるものではない。各⾃治体

の契約・調度部⾨に確認されたい。）。候補となる決済事業者は大きく「クレジットカード会社」「電子マネー事業

者」「コード決済事業者」「決済代行会社（PSP/ゲートウエイ事業者）4」に分類される。 また、金融機関の関

連会社にクレジットカード会社がある場合もあり、指定金融機関に相談することで導⼊を進められることもある。 

 

  

                                                      
4
 「クレジットカード会社」「電子マネー事業者」「コード決済事業者」など、複数の事業者との契約・システム接続等をとりまとめる事業者

で、複数の事業者が取り扱う決済⼿段をまとめて導⼊できる。 

※納付書の支払においても PSP を導⼊する場合があるが、こちらは非対面決済であるため、本⼿順書で扱う対面決済とはサービスを提

供している事業者が異なることが多い。 
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日立市 ➢ 導⼊したシステムはジェイマップス。選定方法は、インターネッ

ト等で各種システムを調査して、そのシステムを取り扱う決

済代行業者に対して導⼊経費や運用経費、端末とレジと

の連動性について照会し、回答内容を⽐較検討した上で

選定した。 

➢ 利用できる電子マネーの種類は、システムが対応している、

Suica 等の交通系電子マネーや nanaco、WAON 等の

14 種類である。 

➢ 指定代理納付者は 2 社。交通系電子マネー等を担当する三菱 UFJ ニコスと、QUIC Pay

を担当する常陽クレジット（JCB の地域代理店）を指定した。 

 

台東区 ＜導⼊機器＞ 

➢ 窓⼝職員の事務負担軽減も念頭に置いて、タブレットと POS アプリによる構成を採用した。 

➢ タブレットは持ち運び可能なため、レジ（キャッシャー）が設置されていないところでも⼿続き

が可能。また、タブレットのアプリには拡張性があり、今後のデジタルトランスフォーメーションの

動向に合わせて柔軟に対応できる。 

＜決済事業者＞ 

➢ 公募型プロポーザルにより募集（一次審査：書類審査、二次審査：プレゼンテーション。

共同提案可）。 

➢ 提案書の主な項⽬は、①POS アプリ、②決済端末等の機器一式、③対応可能なキャッシ

ュレス決済の種類、④決済⼿数料率、⑤運用保守、⑥セキュリティ対策、⑦イニシャル費

用・ランニング費用。 

豊橋市 ➢ 動植物公園での実証実験では、データ収集を主⽬的としていたため、複数のキャッシュレス

決済に対応することができ、かつ、屋外のキャッシュレス専用の特設チケット販売ブースで使用

可能な決済端末（配線不要の mPOS 端末）を提供できる事業者を選定した。 

➢ 市刊行物等の販売窓⼝も mPOS 端末を導⼊した（有線のインターネット回線がなく、既

設の古いレジと据置型の決済端末が連携困難であったため）。 

 

豊中市 ＜決済事業者＞ 

➢ クレジットカードとデビットカード（5 種類）、電子マネー（14 種類）を導⼊している。今

後、決済⼿段の追加も視野に⼊れ、QR コードにも対応している端末を導⼊している。 

＜導⼊機器＞ 

➢ 2 種類の端末を導⼊。１つは持ち運び可能なマルチ決済端末（iRITSpay）で、①1 台

でキャッシュレスに必要な機能を搭載していること、②クレカ、電子マネー、QR コードにも対応

していること、③レシートも出るようになっていること、④SIM カード内蔵でどこにでも持ち運べ

ること。を理由に採用している（現段階では、これを全庁展開モデルとして導⼊を進める方

針）。 

➢ もう 1 つは POS レジ対応端末（J-Mups）を導⼊している（市民課と出張所）。市民課

は取り扱い件数が多いことから、マルチ決済端末だと集計が煩雑になる。そのため、費用面

負担は大きくなるが、システム改修によって POS システムと連動して⾃動集計できる端末を

導⼊した。 

➢ 経費としては、マルチ決済端末は初期費用や通信費、⼿数料が、POS レジ対応端末はそ

のほか、有線であるためインターネットの回線工事などを要した。 
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➢  

尾道市 ➢ カード会社からの紹介を受け、25 の決済ブランドが使用可能な端末（ステラターミナル）の

導⼊を決めた。投資的経費やイニシャルコストは無料、ランニングコストも⼿数料（売上額×

⼿数料率）のみ。 

＜端末の選定における条件＞ 

➢ 端末の機能としては、クレジットカード、電子マネー、QR コード決済を一台で処理できること、

別途、Wi-Fi や付属品が必要ないこと。複数配線にならないこと。 

➢ 初年度利用率は低いだろうと予測していたため、当面は試験的運用とし、イニシャルコストを

低く抑えたい。 

➢ 上記の条件で検討した結果、既存の光回線を端末に接続することで回線工事に要するイニ

シャルコストが無料となった。 
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４．残存課題と今後の展望 

4.1 残存課題 

本⼿順書ではモニター⾃治体事業を通して得られた情報を基に、公共施設・⾃治体窓⼝におけるキャッシュレ

ス決済導⼊に係る⼿法や事例について整理してきた。この中で、キャッシュレス決済の導⼊により事務効率化を

図ることが期待される⼿段であり、行政のデジタル化を推進する上でも必要なツールであることが確認できた。その

一方で、導⼊に向けて解決すべき課題も明らかとなり、引き続き、解決に向けた取組を進める必要がある。 

 

＜窓⼝事務負担の軽減＞ 

課題として最も多く指摘されたことは「⾃治体固有の会計システムとの連携とこれによる事務負担の軽減」であ

る。しかし、実際には、現金とキャッシュレスの併用により事務負担が増加したとの声も聞こえる。この要因として、

導⼊初期にみられる窓⼝担当の不慣れによるものなのか、そもそもの事務処理スキームによるものなのか、⾃治

体へキャッシュレス決済⼿段が導⼊されつつある黎明期であること、何より⾃治体ならではの特徴である地域特性

に起因することなど、検討すべきパラメータが多岐にわたるため、この時点においては、確たることを言及できない。

そのため、本編でも触れているが、「複数窓⼝ではなく、ひとつの窓⼝から始める」「一度に複数の決済⼿段を導

⼊せずに、地域の特性を加味して地域住民になじみやすいものから検討する」「本格的に導⼊する前に期間を設

けた実証を行う」等、スモールスタートと位置づけて始めることも一考したほうがよい。 

また、紹介した事例として、POS レジの導⼊により業務効率化を図っている⾃治体もあるが、POS レジ等の高

機能レジの導⼊には高額な費用負担が求められるため、⾃治体の会計業務に必要な機能に絞り込んだコンパク

トかつ、より低廉な機器の開発を業界に働きかけていく必要もある。 

 

＜契約事務負担の軽減＞ 

決済事業者との契約事務に対する負担感も指摘された。決済事業者は、主に小売店や飲食店など民間事

業者を顧客とすることが多いため、契約書に定めている内容が⾃治体の業務実態に即したものになっていない

（「⾃動的に契約が更新される」「事業の範囲が⾃治体業務に即していない」等）。一方で決済事業者にもよ

るが、一般的な契約内容を修正することが難しい場合も見受けられる。そのため、キャッシュレスを導⼊するまでに

相当の時間を要したり、中には⼿続きを見送る⾃治体も見受けられる。このように行政のキャッシュレス化を促進

するためには、決済事業者に行政の業務形態を知ってもらい、より⾃治体業務に即した内容を提案する機運を

高める必要がある。また、⾃治体側も決済事業者の契約審査の傾向を把握し、どうすれば地域に導⼊できるか

検討することも必要である。 

 

＜オンライン決済への対応＞ 

2019 年 12 月に施行されたデジタル⼿続法5 により、国の行政⼿続がオンライン化される（地方公共団体

は努力義務）。2024 年にはパスポートのオンライン⼿続きができる見込みであることに鑑みると、今後は窓⼝の

キャッシュレス化のほか、オンライン決済についても検討していく必要がある。本⼿順書ではオンライン決済を対象と

していないが、今後、新しい生活様式へ移行するに当たって、オンライン決済に対する市民ニーズの高まりや、行

政の業務効率化という観点から検討することになるだろう。 

                                                      
5 5.4 デジタル⼿続法 参照 
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図表 33 新型コロナウイルス感染症がもたらした社会・価値観の変容 

 

（出典）IT新戦略※の概要 ～デジタル強靭化社会の実現に向けて～ （※世界最先端デジタル国家総合宣言・官民データ活用推進基本計画） 

 

図表 34 接触機会を減らし利便性を向上させるための、デジタル・ガバメント 

 

（出典）IT新戦略※の概要 ～デジタル強靭化社会の実現に向けて～ （※世界最先端デジタル国家総合宣言・官民データ活用推進基本計画） 

 

＜個人情報保護条例＞ 

キャッシュレス決済の運用により、多くの情報を得ることができる。これは、納税、行政参加（住民参加）、市

民ニーズなど、多くの場面で活用しうるデータとして、市民サービス向上の一助となるだろう。他方で、キャッシュレス

決済により得られる情報等が、各⾃治体の個人情報保護条例における個人情報の定義に該当するか、取り扱

う情報の種類や取扱い主体（⾃治体だけが対象か決済事業者にも及びうるか）についても確認する必要があ

る。そのため、決済事業者との契約内容が、各⾃治体の個人情報保護条例やその規則に該当する場合は、どう

いった情報を取扱い、その保護のためにどのような⼿続きが生じうるのか（特に審議会の審査が必要になるか）、

予め確認しておくことが推奨される（本人の同意、第三者提供、委託者等の第三者に個人情報を提供する場

合の要件のほか、オンライン結合制限規定（＊）の有無など）。 
 

＊コンピュータを他のコンピュータ等と通信回線を用いて結合して個人情報を処理する（いわゆる「オンライン結

合」）等の際に、審議会の諮問を経るものとする規定 
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東郷町 
➢ 電子地域通貨の導⼊を契機に、「先回りしたより良い行政サービスの提供」が「行政参画の促進」

につながり、「地域経済の循環にも作用する」ことを期待している。こうした循環システムを構築する

ツールとして、キャッシュレスを組み合わせることを検討している。 

①先回りした行政サービスの提供 

行政サービスを利用したデータやアンケートを基に、住民のニーズを把握し、先回りした行政サービ

スの提供につなげていく。 

②行政参画の促進 

電子申請の利用やボランティアへの参加などにより、行政からポイントを付与する。貯まったポイント

は、地域の店舗で利用できる仕組みとする。 

電子地域通貨への期待 
 

 
美郷町 

➢ 地域通貨「みさとと。Pay」導⼊により地域活性化を図ろうと、2020 年 12 月に経済産業省の面

的キャッシュレス・インフラの構築支援事業に申請し、採択された。 

➢ 地域通貨のカードは QR コード形式で、システム事業者は凸版印刷株式会社、実施主体は美

郷町商工会で、2021 年 3 月からのスタートに向けて準備中。 

➢ 地域通貨導⼊の⽬的は、①冷え込んだ町内の消費喚起による地域経済の循環、②キャッシュレ

ス化（未だ町内商店では現金決済が主流であるものの、コロナ禍を踏まえて推進）、③観光客

の増加を見込んだ外貨の獲得、④町内における感染症対策（非接触式決済は、感染症防止

対策や従業員の不安を減らす⼿段として有効）、⑤地域住民・商工業者・役場が一体となって

⾃らの地域を見直す気運の醸成、⑥既存の紙ベースで発行していたプレミアム商品券事業やポイ

ント事業の一元化（行政側の事務効率向上）。 
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5.2 関連法令資料 

    本資料の検討にあたり参照した法令について、条文・整理資料を掲載する。 

 

【指定管理者制度について】 

https://www.soumu.go.jp/main content/000096783.pdf 

 

総行経第３８号 

平成２２年１２月２８日 

各都道府県知事 

各指定都市市⻑ 

各都道府県議会議⻑ 

各指定都市議会議⻑ 

総務省⾃治行政局⻑ 

 

指定管理者制度の運用について 

 

指定管理者制度は、住民の福祉を増進する⽬的をもってその利用に供するための施設である公の施設について、民間

事業者等が有するノウハウを活用することにより、住民サービスの質の向上を図っていくことで、施設の設置の⽬的を効果的

に達成するため、平成１５年９月に設けられたところです。 

本制度は、その導⼊以降、公の施設の管理において、多様化する住民ニーズへの効果的、効率的な対応に寄与してき

たところですが、地方公共団体において様々な取組がなされる中で、留意すべき点も明らかになってきたことから、これまでの

通知に加え、下記の点に留意の上、改めて制度の適切な運用に努められるよう、地方⾃治法第２５２条の１７の５に基

づき助言します。 

なお、貴都道府県内の市区町村に対しても、本通知について周知方よろしくお願いいたします。 

 

記 

 

１ 指定管理者制度については、公の施設の設置の⽬的を効果的に達成するため必要があると認めるときに活用できる制

度であり、個々の施設に対し、指定管理者制度を導⼊するかしないかを含め、幅広く地方公共団体の⾃主性に委ねる制

度となっていること。 

 

２ 指定管理者制度は、公共サービスの水準の確保という要請を果たす最も適切なサービスの提供者を、議会の議決を経

て指定するものであり、単なる価殿格競争による⼊札とは異なるものであること。 

 

３ 指定管理者による管理が適切に行われているかどうかを定期的に見直す機会を設けるため、指定管理者の指定は、期

間を定めて行うものとすることとされている。この期間については、法令上具体の定めはないものであり、公の施設の適切かつ

安定的な運営の要請も勘案し、各地方公共団体において、施設の設置⽬的や実情等を踏まえて指定期間を定めること。 

 

４ 指定管理者の指定の申請にあたっては、住民サービスを効果的、効率的に提供するため、サービスの提供者を民間事業

者等から幅広く求めることに意義があり、複数の申請者に事業計画書を提出させることが望ましい。一方で、利用者や住民

からの評価等を踏まえ同一事業者を再び指定している例もあり、各地方公共団体において施設の態様等に応じて適切に

選定を行うこと。 
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５ 指定管理者制度を活用した場合でも、住民の安全確保に十分に配慮するとともに、指定管理者との協定等には、施設

の種別に応じた必要な体制に関する事項、リスク分担に関する事項、損害賠償責任保険等の加⼊に関する事項等の具体

的事項をあらかじめ盛り込むことが望ましいこと。 

 

６ 指定管理者が労働法令を遵守することは当然であり、指定管理者の選定にあたっても、指定管理者において労働法令

の遵守や雇用・労働条件への適切な配慮がなされるよう、留意すること。 

 

７ 指定管理者の選定の際に情報管理体制のチェックを行うこと等により、個人情報が適切に保護されるよう配慮すること。 

 

８ 指定期間が複数年度にわたり、かつ、地方公共団体から指定管理者に対して委託料を支出することが確実に見込まれ

る場合には、債務負担行為を設定 

すること。 

 

 

【電子マネーを利用した公金の収納について】 

https://www.cao.go.jp/bunken-suishin/teianbosyu/doc/tb_h30fu_06mic_13.pdf 

 

総行行第１０２号 

平成３１年３月２９日 

各都道府県総務部⻑ 殿 

各都道府県議会事務局⻑ 殿 

各指定都市総務局⻑ 殿 

各指定都市議会事務局⻑ 殿 

総務省⾃治行政局行政課⻑ 

（公印省略） 

電子マネーを利用した公金の収納について 

 

平成３０年地方分権改革に関する提案募集において、電子マネーを利用した使用料等の公金収納の取扱いの明確

化について提案がありました。 

本提案の内容については、地方⾃治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２３１条の２に基づく

指定代理納付者制度の活用により現行においても実施可能とされているところですが、その実施に当たり留意すべき事項

について取りまとめましたので、下記のとおりお知らせします。 

各都道府県総務部⻑におかれましては、貴都道府県内の市区町村（指定都市を除く。）の⻑及び議会の議⻑に対

しても、この趣旨を周知願います。 

なお、本通知は、法第２４５条の４第１項に基づく技術的な助言であることを申し添えます。 

記 

１ 電子マネーを利用した公金の収納に係る法第２３１条の２第６項の適用について 

電子マネー（利用する前にチャージを行うプリペイド方式（前払い方式）を想定）を利用した公金の収納に係る法第２

３１条の２第６項の適用については、電子マネー事業者を同項に規定する指定代理納付者として指定し、当該指定代

理納付者が交付し又は付与する電子マネーを同項に規定する証票その他の物又は番号、記号その他の符号とした上で、
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納⼊義務者が当該電子マネーを用いた公金の支払⼿続を申し出た場合、地方公共団体がそれを承認することで対応が可

能であること。 

また、この場合において、当該地方公共団体は、歳⼊の納期限にかかわらず、その指定する日までに、当該歳⼊を当該

指定代理納付者に納付させることができること。 

 

２ 電子マネーの取扱いに関する契約等の締結に関する留意事項について 

地方公共団体と指定代理納付者との間では、電子マネーの取扱いに関する契約等を締結する必要があり、その内容とし

ては、①電子マネーによる納付ができる歳⼊の種類に関すること、②地方公共団体が指定する日に関すること、③指定代理

納付者から地方公共団体への支払いに関すること、④指定日までに支払いを行わなかった際の延滞金等に関すること、⑤

⼿数料に関すること、⑥個人情報の保護に関すること、⑦加盟店契約の解除に関すること等が想定されるものであること。 

①について 

歳⼊の種類については、地方公共団体が住民のニーズ等を踏まえて決定することが適当であることから、法ではその範囲

を限定していない。したがって、指定代理納付者と締結する契約等においてその対象を具体的に定めるとともに、納⼊義務

者に周知する必要があること。 

②について 

法第２３１条の２第６項に規定する「指定する日」の設定に当たっては、歳⼊に係る納期限、指定代理納付者の事務

処理に要する日数等を踏まえて適切に設定するとともに、指定代理納付者と締結する契約等においてあらかじめ定めておく

ものであること。 

④について 

地方公共団体の⻑が指定する日までに指定代理納付者から歳⼊が納付されなかった場合は、当該指定する日の翌日

以降で指定代理納付者から納付があった日までの延滞金が発生することとなるが、上記１の場合、債権者である地方公共

団体と引受人である指定代理納付者の合意（契約の締結等）が必要であり、契約等において、当該延滞金等を当該指

定代理納付者が負担し納付することをあらかじめ規定しておくことに十分留意すべきものであること。 

また、他の不測の事態が生じた際の取扱い等についても、同様に契約等において規定しておくことが適当であること。 

⑤について 

地方公共団体が電子マネーによる公金の納付を導⼊する場合における指定代理納付者に対する⼿数料の取扱いにつ

いては、それぞれの地方公共団体において導⼊の効果と経費を⽐較検討するなどの上、適切に決定すべきものであること。 

具体的には、電子マネーによる公金の納付の対象とする歳⼊の取扱い件数、事務量、⼝座振替の方法や地方⾃治法

施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」という。）第１５８条第１項の規定に基づく歳⼊の徴収又は収納事務

の委託等の他の方法による場合の⼿数料との⽐較や、収納事務の効率化等について十分検討することが必要であること。 

⑥について 

地方公共団体が、指定代理納付者を指定するに当たっては、納⼊義務者に係る個人情報の取扱いについて十分に留

意し、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）に基づいた適切な措置が講じられるよう、指定代理

納付者と締結する契約等においても、秘密の保持、個人情報の漏えい防止措置の義務づけや当該情報の⽬的外利用の

禁止など、個人情報の保護に必要な措置を講ずべきものであること。 

 

３ その他 

上記のほか、法第２３１条の２第６項に基づく公金の納付に関する運用上の留意事項については、「地方⾃治法施

行令の一部を改正する政令等の公布について（通知）」（平成１８年１１月２２日付け総行行第１９８号）を参

考にされたいこと。 

以上 
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5.3 IT新戦略 

 
 

（出典）IT新戦略※の概要 ～デジタル強靭化社会の実現に向けて～ （※世界最先端デジタル国家総合宣言・官民データ活用推進基本計画） 
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5.4 デジタル手続法 

 
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/hourei/pdf/digital_gaiyo.pdf 

 




